
表 3.-2.日本経済研究センターによる中期経済予測

(注〕社会資本係数喜実質社会資本ストンク倣 )/実質GDP          
‐

民間資本係数と実質民間企業資本ストック(糧)/実質GI)P

原油価格甜 界成長率ほ暦年、その他は年度J※は最終年(茂)の水準、その他は期間平均。

出典)第 40回 中期経済予測改訂、2014年 3月 10日 、公益社団法人日本経済研究センター

(3)人件費上昇率
。 人事院勧告による公務員給与のベースアップ率の直近 5ヵ年の平均改定率は△0.13%であ

り、直近はマイナスの改定が多い状況でしたが(近年は0%となつています。

⇒職員の配置状況により不確定なものですが、人件費上昇率 (平均人件費単価の前年比較)を

0%と設定します (人件費単価は将来一定)。

(4)消資税         1
・ 平成 24年 8月 22日 に「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うた

めの地方税法及び地方交付税法の一部を改正する法律」が公布され、平成 26年 4月 より

8%となっています。さらなる値上げも提示されていますが、その具体的な時期は現段階では

未定です。

⇒平成 26年度以降の消費税は 8%※と設定します。

項目 単位
2006
～ lo年

2011

～15年

2016

～20年

202と

～25年

尭質成長率 年平均伸び率、% 0.2 と,0 0.9 0.7

年平均伸び率、% 0.5 1.2 =0,0
-0,3

良間企業設備投資 年平均伸び率、% -1:7 2,8 2.8 2.6

財貨,サービス輸出 年平均伸び率、% 2.4 2.1 3,8 2.7

財貨・サービス輸入 年平均伸び率、%1 012 4,5 2.3 1.7

名目成長率 年平均伸び率、% -1.0 0.7 1.4 1.2

社会γ資本係数 GDP比 とし5 1,5 1,5 1,4

爵闇台衣標税 GDP'L 2.4 2.4 2.5 2.6

消費者物価指数 イ申 -0,1 1.0 1.5 と,7

一人当たり雇用者報酬 年平均伸び率、 6 ―と.1 0.8 1.1 と,3

家計貯警率※ % 2.5 -2,0 -3.3 -5,0

国・地方の基礎的財政収支 ※ GDP比、% …6,6 -3.6 一生.1 0.8

国。地方の債務残高 ※ GDP比、% 172.3 199,6 202.0 199.9

経常収支 ※ GDP'ヒ、% 315 0,4 0,1 -0,7

完全失業率 % 4.4 4,0 3.4 3,2

原油価格 (WTl)※ 詳洋/パレル 79.6 90.5 121:2 157,7

世界成長率(日本の輸出ウェート) 年平均伸び率、% 4.5 4.1 3.7 3,1

C02JF出量 ※ 19 6。と 10.0 6.5 4.5
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3-3-2.科 目の条件設定

財政シミュレーションを行うにあたり、各科目(節レベル)について条件設定を行います。

設定条件は、表 3-5～表 3-6に示します。また、具体的な説明が必要な箇所について以

下に示します。              ∫

1)料金収益
。 供給単価と年間総有収水量との積により給水収益を算出します。
・ 供給単価については、.平成 26年度当初予算の供給単価 164.oo円 /血

3※
|を基準とします。

・ 将来の年間総有収水量は、水需要予測(下位推計)の結果を用いました。

(平成26年度当初予算)

※1:給水収益3,379,383千 円(税抜)■年間総有収水量20,606千 m3=164.00円 /m8

※2:料金改定は、収益的収支で欠損金が発生又は内部留保資金が基準額(上述した基本条件)

を下回ると想定される年度において、平成 86年度までを料金算定期間として改定率を設定
します。

2)人件費
・ 職員数は平成 26年度当初予算値 (損益勘定職員 34人、資本勘定職員 5人)で将来一定と

します。

3)豪水費
。 茨嫉県企業局の県南広域水道用水供給事業から受水するものとし、

1平
成 26年度当初予算

｀  の単価 93.58:円 /m3に受水量を乗じて算定します。
・ ナ也下水量は、平成 26年度当初予算に掲載の値から以下のように計算し、将来一定量を取水

するものとしました。
. 1日 平均給水量;62,192五 3/日 とと日平均受水量;61,115m3/日  =1,077m3/日

4)減価償却費
平成 26年度以降の減価償去「費は、既往分に新規分を加算して算出します。既往分の減価

償去F費は、匿l定資産台帳を基に平成25年度末時,点で算出した費用を計上します。

平成 26年度以降の取得餐産(就抜きの建設改良費、量水器、実施声設計等の委註料、事務

費を含む)に対する減価償去[費は、帳簿原価の90%まで定額法により算出します。耐用年数

は、構築物58年、管路38年、設備 16年、量水器8年として一括償却するものとしました。
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5)長期前受金戻入                                、

。 長期前受金戻入の将来見込み値は既往分は市の予定表、新規分として工事負担金、国庫

補助金、分担金を対象とする収益化額は、管路が主要事業と考えられるため、当該年度の金

額を88年で除した値を設定しました(表 3i3参照)。

表 3-3.長期前受金戻入の将来見通し(新規分)

6)支払利息
と 既往分 (平成 25年度末時点)の支払利息は、既往債の支払計画に基づいて計上します。
。 平成 26年度以降の新規分企業債の償還条件は、年利率 2.5%とします。また、償還期間は

30年と設定 (据置期間 5年)し、半年賦元利均等償還として利息と企業債償還金 (元金)を算

定します。       |

7)年次計画
・ 平成 21年度策定の水道事業基本計画で定めた事業計画のB案を基本に、老朽化設備 ,管

路の更新を除く施設整備は平成 27年度年平成 35年度で全て実施できるように優先度を踏

まえて再度計画を修正しました。

・ 上記計画に、平成 86年度に中央配水場電気設備更新 (246,860千円)の実施を追加しまし

た。

・ 未普及地域令の新設管布設に係る事業費は、総事業費 15,395,856千 円(調査費含む)と算

出されています。ここで、つくば市における非公営簡易水道事は 95箇所 (平成 24年度末時

点)あり、水需要予測の設定において1年間で2箇所統合する計画としています。95箇所統

合するために総事業費が必要であると設定し、2箇所統合するための費用 324,123千 円/年

が発生するものとしましたざ

。 平成 25年度以前に算出された事業費は、消費税 8%の費用に換算しました。

・ 以上をもとに設定した年次計画を表 3-7に示します。i l
。 また、年次計画を含めた年度別の建設改良費を図

イ3-01こ示します。平成 27年度から平成

35年度までの平均額は1,839百万円/年で、平成20年度から平成24年度の実績平均1,238

百万円/年の約 1,5倍を実施する計画としています。

H32 H33 H34 H35H27 H28 H29 H30 H31

17,315 17,315 17,315 17,3X5①工事負担金 171315 17,315 17,315 17,315 17,315

94,820②国庫補助金 94,820 94,820 94,820 94,820 94,820 94,820 94,820 94,820

③分担金 189,641 189,641 189,641 189,641 lB9,641 189,641 189,641 189,641 189,641

301,77G 301,776 301,776④=①+②+③ 301,776 301,776 301,776 301,776 301,776 301,776

7,941t5,長翔同ll支金戻人
(新押ノ7,｀〕

7,941 7,941 7,941 7,941 7,941 7,941 7,94ュ 7,941
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ヽ

工事請負費

工事負担金

国庫補助金

分担金

8)沿線開発の工事請負費、工事負担金、国庫補助金、分担金
。 つくばエクスプレス沿線開発地区内の独立行政法人 都市再生機構 (UR)及び茨城県からの

工事請負費、その財源である工事負担金、国庫補助金、分担金については以下のよう1こ設

定しました。

工事期間 ;都市再生機構 (UR)の開発地1区 平成 26年度まで (中根。金田台を除く※)

,茨城県の開発地区      平成 35年度まで
※現時′点における中根。金田台の工事期間は不確定であるが、茨城県の開発地

区と同じ期間としました。          ′

;残事業費を工事期間で除して計上 (表 3-4参照)。

,(消火栓工事負担金)工事請負費の消火栓設置工事の100%  
｀

;(事務費負担金)工事請負費十委託費の 1.2%

;(設計業務委託負担金)委託費の 14%

;工事請負費+委託費の33%(1/3)

;工事請負費+委託費の66%(2/3)

表 3-4.沿線開発の工事請負費→肖火栓工事費

消火栓 単位 :千円

、
　
　
ノ

全体事業費

①
工事
H25までの事業費

②

残事業費

③=①―②

1年当たりの事業費

④=③/10
事業完了年度

葛城地区 3,150,000 UR 2,06と ,090 H26

萱丸地区 2,387,500 tテR 1,335,99写 H26

中根地区 901,853 UR 77,763 804,650 H35'

島名地区 1,929,375 茨城県 896,886 808,267 H35

上河原崎地区 1ぅ 421,385 茨城県

248,010

443,363 867,182

2,480,099

H35

全体事業費

①
工事
H25までの事業費

②

残事業費

③=①―②

1年当たりの事業費

④=③/10
事業完了年度

葛城地区 80,745 〔)R 58,401 H26

萱丸地区 88,851 UR 37,380 H26

中根地区 29,238 UR 2,583 26j655

105,915 10;592

H35

島名地区 64,680 茨城県 20,375 44,305 H35

上河原崎地区 44,835 茨城県 9,881 34,955 H35
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表 3-5条件設定(収益的収支)(1)

“

F者 1鬱 6設定)嶽 互 1子来設定条!F ∽価 昇給 1緯乙畢 1均そ↑同飾 算出薇歓l 親区分

十上しない a97,SS21 397,552可手井功戒に要する締,う0 不,iにうと

十

2その他雄収益

n2S予算―定

ω
∞



表 3-5条 件設定(収益的収支)(2)

よ 凍 日

'I

算出狼1と 税区分 与来設定条件 物価 界給 前考(H2S設定)

ω
⑮



表 3-5条 件設定 (収益的収支)(3)

日釘 算出IR拠 税区分 lチ来設定条件 ヤノ!価 昇給
W24大・算 F I →鶴T 俯考 (い20設定)

126予算一定

S法定福利,マ

(3備消非毛品費

15印刷興本lャ

17委託料

『
〇



表 3-も .条件設定(収益的収支)(4)

よ項 目術 第四I晨艶 税 E分 1翌末設定条‖ 物 価 界給
H24跡

|卜,5〒 I H26萌 FittQ 26設定)

計

ー

H26予 算一定

′r,話設31 躍税   88ヽ

ー

20修譜賀

23公課費

li形固定査藍滅価償却費

ー

峠

¨ ――甘

『
岸



表 3-6_条件設定 (資本的収支)

泳〕It 曰釘

'｀

出れ、拠 移を区分 H子来設定条伴 物

“
`

昇給 斗写舌争 I Iた所号『 術考 (W26設定)

|

工可「負担企

工事語女安の1旨火lと設置エコμの100。/。
※!1■市再生機朴 茨″県

■■講負々 +クたヽ託費の上
生擁‖ 宏城県

2。/。 ※都市再

委託了tの 14。/。 ※都市再生機母,次ケ主

回
|

水道広域イヒ施設J止々1・ 7'で 指定収入
工嘲「甜負71+委誕々の33。/。 (1/3)
市再生授hVI・ 茨城県

※都
241,こ15卜 191,。 Se

|

X内 'P、は評.′口

'ヽ

料紗 11した

X内風は評細資オ
`誇
照した

2れ

『
］



表 3-7.年次計画表

鱒位 :千円)
※税込み(8%)

H3'ヽ

12υ 、600

25,370

202,630

1

1,650

49,780

一 324123
860000
458740

1.567328

H34
129,600

25870
202_680

15,430

324、 123

360.000

458740

1.515893

HRR

1291600

25、 370

202,630

13870

51140

324,123

360,000

458,740

1,518,978

HR2

161,490

5140

5,140

324,123

3601000

458,740

1,314,633

1490

310

600

000

353

工 :

16]

1]

86〔

481

130イ

H30

161490

5,140

324123
360000
487140
246.860

1.539893

H夕 9

161.480

83,310

3,600

324.123

360.000

437、 140

1,373.253

H28

161,480

7,200

324,123

360,000

437,140

11289,943

H27

161480
11980
5140

3241夕 3

360,000

437,140

1,299,813

概算工事費

1,072,800

66,860

968.911

11,980

95,650

15.43(

20,050

22,110

13,880

2917110
8240000
4020660
246860
12724080

388.800

76,110

607,890

15,480

l.650

49,780

968,910

11,930

12,340

83,310

15、 430

8,740

11 310

8,740

13370
8740
5,140

2.917.110

3.240000

246860

耐用
年数

5も

38

16

58

38

16

38

16

58

38

58

58

58

38

38

38

16

区分

西己宅宇

構 築 物

配 管

配 管

設 備

設 備

事業項目

君島配水場の増強

大根山浄水場への増圧ポンプ場を整備

中央配水場 (管理擦)の耐震診断・耐震補強

大貫浄水場(浄水池兼配水池)の耐慶診断・耐震結強

大師様配水場 (配水池)の耐震診断・耐震補強

名古木配水場 (配水池)の耐震診断・而す震補強

1

3

1

1

1

2

3

4

5

1

2

1

1

①

④

⑤

⑥

⑦

用とした

事業内容

束地区の水道施設の再編成

北部士l竹域のイ氏配フk圧針笑

東地 区の高配水圧 対策

耐震泳市強

庶魚給フk‖,λ点の捕 強

優先更新省路

管路の布設。更新計画

老朽化した設備・管路の更新

設備 更新

悉 身

①

②

①

④

⑥

⑥

⑦

⑥
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3-3-3.ケ ース設定

平成26年度当初予算によると、平成 26年度本時′煮における繰越財源 (内部留保資金)が約

11.8億円となっており、内部留保資金の最低確保額 10億円に迫ρています。そのため、王

成 26年度中に料金改定を実施する設定 (平成 27年度以降は値上げした料金設定)としま

す。

企業債の発行額は、後年への負担を考慮し、年次計画の各年事業費の 50%を最大とします。

また、年次計画の事業費は後年にいくにつれて増加する設定としているため、以下の区分で

発行額を設定しました。

ア)H27んH28(期間平均事業費 ;約 12.9億円/年)           |
イ)H29んH31(期間平均事業費 ;約 13.6億円/年)

ジ)H32～H35(期間平均事業費す約 14.8億円/年)            r
料金改定を行う場合は、改定後将来 3ヵ年は基本条件を満たす己女定率を設定します。

以上の条件を踏まえて、以下に示す 6グエスで財政シミュレーションを実施し、各ケ‐スの結

果が基本条件を満たすか否か まヽた必要な改定割合の水準を確認しました。

ケース①

ケース②

ケース③

ケとス④

ケース⑤

ケース⑥

料金改定も企業債の発行もしない (現状維持の場合)

料金改定なし、企業債の発行額を年次計画の 30%(3.9～4.4億円/年)とする

料金改定なし、企業債の発行額を年次計画の 50%(6.4～ 7.4億円/年)とする

料金改定のみを実施する(企業債の発行はしない)

企業債の発行額を年次計画の 30%(319～ 4.4億円/年 )とし、

料金改定を行ちて基本条件を満足させる

企業債の発行額を年次計
=国
下の.50%(6.4～ 7.4億円/年)とし、

料金改定を行って基本条件を満足させる
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3-3-4,シ ミュレーション結果

上述した各ケースの条件で財政シミュレ●ションを実施した結果の概要を以下に示します。

ケース①から、自己資金のみで計画した事業を実施することはできません。

ケナス②③から、企業債を発行した場合でも資金ショートするため、財源不足を企業債のみ

で賄うことはできません。

ケース④から、資金ショートしないために必要な財源を料金のみで賄うためには、平成 26年

度当初予算値比 43%の値上げが必要です。

ケース⑤⑥から、企業債の発行と料金値上げを組み合わせた場合でも、平成24年度比33%

～26%の値上げが必要となります。ケース④と比較すると、料金改定の上げ幅は抑えることが

できますが、企業債の発行は後年に負担を先送りしていることに留意が必要です。

表 3-8.ケエス別のシミユレーシヨン結果

ケース シミュレーション結果 (内部留保資金、料金改定率)

ケ■ス① 平成27年度に資金ショート

ケース② 平成27年度にlo億円未満、平成28年度に資企ショエト

ケース③ 平成27年度に10億甲本満、平成28年度に資金ショート

ケィス④ 平成 27年度に 44%、 平成 30年度に4%の料金値上げ

ケース⑤ 平成 27年度に 34%、 平成 30年度に2%の料金値上げ

ケース⑥ 平成 27年度に26%、 平成 30年度に5%の料金値上げ

注)資金ショート:内部留保資金がマイナスとなることを指します。

。
■述し上ように、計画事業量の実施にかかわらず、早急な料金値上げが必要な状況です。

・ 計画期間を 10ヵ年としていますが、計画期間以降の将来は水需給の減少や更新需要のさら

なる増加等が必要となります。そのため子計画期間内に可能な範囲で最大限の事業を実施

する必要があると考えられます。

・ 財政収支見通しの考え方は、以下のケースに大別されます。
|

(1)計画した事業量を実施し、料金改定。企業債を発行する。

(2)計画した事業量を一部見直し(事業量を低減)、 料金改定率の上げ幅や企業債の発

行割合を低くする

(3)料金値上げとならない事業量を実施する(事業の先送り)(※推奨しない)

※本シミュレーションでは予算ベースの設定であること、下位推計を用いていること等から、安全側

の推計となっているたつ多少の余裕はあると考えられますが、料金改定を避けることはできなぃ

状況です。       r
※留意J煮として、H26以降に長期前受金戻入が発生することから、見かけ上、収益的収支は改善

しているように見えます。ただし、実際には対象費用はすでに収入した年度において支出し、資

産となっていることから、現金として残っているものではありません。そのため、ケエ不①で繰り越

し財源は減少し続ける結果となつています。
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、 図 3-9.ケ■ス③ (料金改定なし、企業債;年次計画事業費の 500/o)

い
∽
エ

寸
∞
訂

∞
∞
〓

Ｎ
∽
〓

】
∞
〓

〇
∽
霊

Ｏ
弾
〓

∞
［
エ

ト
Ｎ
〓

鴇

〓

め
Ｎ
霊

ミ

〓

0
め
∞
〓

営
∞
〓

∞
∞
主

Ｎ
∞
玉

洋
∞
〓

〇
∞
〓

め
『
〓

∞
Ｎ
〓

卜
¨
〓

ф
Ｎ
〓

め
¨
〓

せ
ヽ
〓

ミ
⑮

200

100

0

4p00

2,000

0

△ 2,000

△ 4,000

△ 61000

△ 8,000

△ 10,ooo

講
證
翠
議
（劇
朝
コ
）

（Ｅ
憮
胆
）
拭
碁
選
ｋ
組

識
道
餅
・鵞
前
排
　
（劇
胡
コ
）

００

００

００

００

００

００

００

００

△

△

△

△

△

△

△

△

（Ｅ
Ｋ
籠
）

Ⅸ
≦
塁
相
≦

0原水及び浄水費

目減価償却費等

日配水および給水資 田業務費

B支払利息    口その他

口総係費

且 _二 _

一

蜘 収益的収入   鱒 収益的支出   ― 純利益(純損失) 中 資本的収入   守 資本的支出   一 繰越財源(現金預金)

田

ノ

』 _E



講
酵
報
諭
（Щ
朝
コ
）

（Ｅ
憮
胆
）

Ⅸ
≦
電
柊
組

識
引
」訴

・書
誌
か

（Щ
胡
コ
）

靱
　
即
　
‐，２０
　
７００
　
畑
　
規
　
郎

（
Ｅ
Ｒ

胆

）

ヨ
Ⅸ

呈

鸞

≦

６０

４０

附

００

８０

６０

範

知

００

３
Ｅ
＼
旺
）
超
一蟹
Ｘ
望
・準
糾
筆
黎

子 供給単価  ― 給水原価

聾 墾 襲 曇 姿 肇 霊 霊 翌 峯 垂 妻

H24 H25  H26 H27  H28  H29  H30 H31  H32 H33 H34 H33

6p00

5000

4p00

3ゃ 00

2,00

lo6o

0

∞
〇

聾 墨 聾 奎 要 肇 量 重 要 要 重 墾

甲24 H25 H26 H27 H28 H29 白3o H31 H32 H33 H34 H35

（Ｅ
憮
陣
）

枢
≦
電
網
≦

8ゃ 00

7p00

6p00

1,000

4,000

3,300

3p00

20o0

2p90

1,500

1,00

500

0

4,00o

3,500

3p00

2090

2p00

1●00

11000

500

0

ｐ

　

　

・
０

　

　

，
０

0

図 3-10.ケース④ (料金改定H271440/o/H30:40/0値上げ、企業債発行なし)
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図 3-11.ケース⑤ (料金改定 H27:340/0/聞 30:20/o値上げ、企業債;年次計画事業費の30%)

中 鉢 的収入   中 資本的支出   ― 繰越財源 (現金預金)
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図 3工 12.ケース⑥ (料金改定H27:260/o/H30:5%値上げ、企業債;年次計画事業費の500/0)


